
公益法人の事業報告等の提出書類目次 

 
提出書                                      
 
別紙１ 運営組織及び事業活動の状況の概要及びこれらに関する数値のうち重要なものを記載した書類         

 
別紙２ 法人の基本情報及び組織について                      

１．基本情報・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
    ２．組織・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
 

別紙３ 法人の事業について                            

１．事業の一覧・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
    ２．個別の事業の内容について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（１）公益目的事業について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
（２）収益事業について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
（３）その他の事業（相互扶助等事業）について・・・・・・・・・・・・ 
 

別紙４ 法人の財務に関する公益認定の基準に係る書類について            

別表Ａ 収支相償の計算 
       （１）収支相償の計算（収益事業等の利益額の 50％を繰入れる場合）・ 
       （２）収支相償の計算（収益事業等の利益額の 50％を超えて繰入れる 
          場合）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
         （３）収支相償の計算（第二段階・収益事業等の利益から公益目的事業へ

の繰入額の計算）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
別表Ｂ 公益目的事業比率の算定 

       （１）公益目的事業比率の算定総括表・・・・・・・・・・・・・・・ 
       （２）土地の使用に係る費用額の算定・・・・・・・・・・・・・・・ 
       （３）融資に係る費用額の算定・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
       （４）無償の役務の提供等に係る費用額の算定・・・・・・・・・・・ 
       （５）公益目的事業比率算定に係る計算表・・・・・・・・・・・・・ 

別表Ｃ 遊休財産額の保有制限の判定 
       （１）遊休財産額の保有制限の判定・・・・・・・・・・・・・・・・ 
       （２）控除対象財産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
       （３）公益目的保有財産配賦計算表・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（４）資産取得資金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
（５）特定費用準備資金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
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    別表Ｄ 他の団体の意思決定に関与することができる財産保有の有無・・・・ 
別表Ｅ 情報開示の適正性・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
別表Ｆ 各事業に関連する費用額の配賦計算表・・・・・・・・・・・・・・ 
別表Ｈ 公益目的取得財産残額 
   当該事業年度末日における公益目的取得財産残額・・・・・・・・・・・ 
   当該事業年度中の公益目的増減差額の明細・・・・・・・・・・・・・・ 
 

別紙５ その他添付書類について                           

１．財産目録・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
２．役員等名簿（閲覧用を含む。）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
３．理事及び監事に対する報酬等の支給の基準を記載した書類・・・・・・・・・ 
４．社員名簿（公益社団法人のみ）（閲覧用を含む。）・・・・・・・・・・・・・・・ 
５．貸借対照表及びその附属明細書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
６．損益計算書及びその附属明細書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
７．事業報告及びその附属明細書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
８．監査報告（及び会計監査報告）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
９．キャッシュ・フロー計算書（作成している場合又は会計監査人を設置しなけ

ればならない場合に限る。）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
１０．滞納処分に係る国税及び地方税の納税証明書・・・・・・・・・・・・・・・ 
（以下は必要な場合に提出すべき添付書類） 
１１．許認可等を証する書類（※許認可等が必要な場合のみ）・・・・・・・・・・ 
１２．事業・組織体系図・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
１３．社員の資格の得喪に関する細則・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
１４．会員等の位置づけ及び会費に関する細則・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
１５．寄附の使途の特定の内容がわかる書類（公益目的事業以外に使途を特定した寄

附がある場合のみ）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
   
参考資料                                      

参考資料 監督上の処分等に対する措置状況の一覧 



年   月   日 

 

      殿 

 

                    法人の名称 

                    代表者の氏名        印 

 

 

事業報告等に係る提出書 

 

下記に掲げる財産目録等について、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法

律第２２条第１項の規定により、提出します。 

 

記 

 
１ 財産目録 
 
２ 役員等名簿 

 

３ 理事、監事及び評議員に対する報酬等の支給の基準を記載した書類 

 

４ 社員名簿 

 

５ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第１２９条第１項（同法第１９９条にお

いて準用する場合を含む。）に規定する計算書類等 

 

６ キャッシュ・フロー計算書 

 

７ 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律施行規則第２８条第１項第２号

に掲げる書類（別紙１） 

 

８ 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律施行規則第３８条第１項第２号

及び第３号に掲げる書類（別紙２、別紙３及び別紙４） 

 

９ 滞納処分に係る国税及び地方税の納税証明書 



【別紙１：公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律施行規則第２８条第１項第２号に掲げる書類】 

 
自  年  月  日 法人コード  事業 

年度 至  年  月  日 法人名  

 
運営組織及び事業活動の状況の概要等について 

 

１．法人の基本情報について 

法人の名称  

設立登記日（注）  

法人の目的 

 

 

 

主たる事務所の所在場所 
 

 

社員の資格の得喪の条件 
（公益社団法人のみ） 

 

 

 

社員の数（公益社団法人のみ）  人

注 旧民法に基づき設立された法人にあっては、新制度への移行登記をした日付になります。 

 
 
２．事業活動等について 

 （１）収支相償 

収益事業等から生じた利益の繰入割合 ５０％ □   ５０％超 □ 

収入の額 費用の額 
第２段階の合計 

円 円

収入＞費用の場合の対応 

 

 

 

 

 

（２）公益目的事業比率 

公益目的事業比率（①欄の額÷①欄～③欄の合計額）  ％ 

① 公益実施費用額  円 

② 収益等実施費用額  円 

③ 管理運営費用額  円 

 

（３）寄附を受けた財産の額 

うち個人から  円 寄附を受け

た財産の額  円 うち法人から  円 



 

 

（４）金融資産の運用収入の額 

金融資産の運用収入の額  円 

 

（５）資産、負債及び正味財産の額 

負債額  円 
資産額 

 円 正味財産額  円 

 

（６）遊休財産額 

遊休財産額の保有上限額  円 

遊休財産額  円 

 

（７）当事業年度の末日における公益目的取得財産残額 

公益目的取得財産残額（①欄＋②欄の合計額）  円 

① 公益目的増減差額  円 

② 公益目的保有財産の帳簿価額の合計額  円 

  

（８）理事、監事及び評議員の報酬等の額 

理事等の報酬等の総額  円 

（うち、退職手当の額）  円 

 

（９）公益法人認定法に基づく行政庁からの勧告又は命令の有無  

当事業年度の勧告又は命令の有無（注） 無□   有□ 

注 当事業年度以前に受けた勧告又は命令でまだ改善がなされていないものを含みます。



【別紙２：法人の基本情報及び組織について】 
 

自  年  月  日 法人コード  事業 

年度 至  年  月  日 法人名  

 
 

１．基本情報 
フリガナ  

法人の名称 
 
 

主たる事務所の住所及び連絡先  
〒 都道

府県
 市区

町村 
 

住所 

番地等 
 

（建物名又は部屋番号がある場合は、記載してください。） 
代表電話番号  ＦＡＸ番号  

代表電子メールアドレス  ＠  

 

ホームページアドレス  

代表理事の氏名  

事業年度 月 日 ～  月 日

担当者（注）  
氏名（又は名称）  役職（又は担当者名）  

電話番号  ＦＡＸ番号   

電子メールアドレス  ＠  

 
事業の概要 

 

 

注 代理人による提出の場合は委任状を添付し、代理人が法人の場合は「氏名」の欄に名称を、「役職」欄に担当者名

を記載してください。 

 



２．組織 
  (1) 社員について（公益社団法人の場合のみ） 

社員の数 人

 （代議員制を採用している場合） 
社員（代議員）を選出する会員の数（注１） 人

社員の資格の得喪に関する定款の条項（注２）  

法人の目的、事業内容に照らして当該条項が合理的な関連性及び必要性があることについて  

 

 
 

社員の議決権に関する定款の条項  

社員の議決権に関して当該条項により社員ごとに異なる取扱いをしている場合、法人の目的に照らして不当に差

別的な取扱いをしないものであることについて 

 

 

 

 
 

注１ 定款において、資格を有する者（会員）の中から社員（代議員）を選出する規定を設けている法人については、当該会員

の数を記載してください。 
注２ 定款のほかに、社員の資格の得喪に関する細則を定めている場合には、添付してください。 
 

(2) 評議員について(公益財団法人の場合のみ) 

 
 

常勤 非常勤 計 

評議員の数  人  人  人

評議員に対する報酬等の支給の額を定める定款の条項を記載してください。 

定款の条項  
 
(3) 理事及び監事について 

 
 

常勤 非常勤 計 

理事の数  人  人  人

監事の数  人  人  人
 
(4) 会計監査人について 

会計監査人の氏名又は名称 会計監査人設置の有無 
□ 設置 □ 不設置  

 
(5) 会員等について（注３） 
会員等区分の名称 会員の数 会員等区分の名称 会員の数 

 人  人

 人  人

 人  人
注３ 定款において会員等を置く旨が定められている場合、定款のほかに会員等の位置づけ及び会費に関する細則を定めていると

きは、これらの細則を添付するとともに、本欄に会員等の区分ごとの数を記載してください。 
 

(6) 職員について 

職員の数  人 うち常勤  人



(7) 社員総会等の開催状況について 

 開催年月日 主な決議事項等 

 

 

 

 

 

 

 

 

社員総会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評議員会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理事会 

 

 

 

 



【別紙３：法人の事業について】 

 
自  年  月  日 法人コード  事業 

年度 至  年  月  日 法人名  

 
 
１．事業の一覧 

事業の 

区分 

事業 

番号 
事業の内容 

公１ 
 
 

公２ 
 
 

公３ 
 
 

公４ 
 
 

公５ 
 
 

公６ 
 
 

公７ 
 
 

公８ 
 
 

公
益
目
的
事
業 

公９ 
 
 

収１ 
 
 

収２ 
 
 

収
益
事
業 

収３ 
 
 

他１ 
 
 

収
益
事
業
等 

そ
の
他
の
事
業他２ 

 
 

 



２．個別の事業の内容について 
 
（１） 公益目的事業について             （事業単位ごとに作成してください。） 

事業番号 事業の内容 当該事業の事業比率

  ％

 
〔１〕事業の概要について（注１） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
〔２〕事業の公益性について  

定款（法人の事業又は目的）上の根拠  

事業の種類 

（別表の号） （本事業が、左欄に記載した事業の種類に該当すると考える理由を記載してください。） 

 
 

 

 
 

 

（本事業が不特定多数の者の利益の増進に寄与すると言える事実を記載してください(注２)。） 

チェックポイント事業区分 

（下欄▼ボタンをクリックして、法人の事業に該当の区分を

選択してください。事業区分ごとのチェックポイントがその

下に表示されます。該当する事業区分がないと考える場合に

は、最後の「上記事業区分に該当しない場合」を選択してく

ださい。） 

チェックポイントに該当する旨の説明 

（左欄に表示されたチェックポイントに対して、 

できるだけ対応するように、 

どのように事業を行うのかがわかるように 

記載してください。） 

 

 

 

 

 

その他説明事項  

 
事業区分を選択してください。 ▼ 

区分ごとのチェックポイント 

………………………… 

 

 



チェックポイント事業区分 チェックポイントに該当する旨の説明 

 

 

 

 

 

その他説明事項  

 
事業区分を選択してください。 ▼ 

区分ごとのチェックポイント 

………………………… 

 

 

 

 

 

 

 

その他説明事項  

 
事業区分を選択してください。 ▼ 

区分ごとのチェックポイント 

………………………… 

 

 

 
〔３〕本事業を反復継続して行うのに最低限必要となる許認可等について（注３） 
許認可等の名称  

根拠法令  

許認可等行政機関  

注１ 事業の概要の欄では、事業の実施のための財源、必要となる財産を含めて記載してください。また、事業の重要な部分を

委託している場合には、その委託部分が分かるように記載してください。 

注２ 「公益認定等に関する運用について（公益認定等ガイドライン）」における「【参考】公益目的事業のチェックポイントに

ついて」を参考に記載してください。 

注３ 記載した許認可等を得ている場合には、許認可等の写しを、現在申請中の場合には、当該許認可等の申請書を添付してく

ださい。また、「許認可等行政機関」は課名等まで記載してください。 



（２)  収益事業について               （事業単位ごとに作成してください。） 

事業番号 事業の内容 定款（法人の事業又は目的）上の根拠

   

事業の概要 

 

 

本事業を反復継続して行うのに最低限必要となる許認可等について（注１） 

許認可等の名称  

根拠法令  

許認可等行政機関  

本事業の利益の額が０円以下である場合の理由又は今後の改善方策について（注２） 

 

 

  注１ 記載した許認可等を得ている場合には、許認可等の写しを、現在申請中の場合には、当該許認可等の申請書を添付してくだ

さい。また、「許認可等行政機関」は課名等まで記載してください。 

注２ 本事業における利益から、管理費のうち本事業に按分される額を控除した額が、０円以下である場合に記載してください。 



（３） その他の事業（相互扶助等事業）について     （事業単位ごとに作成してください。） 
事業番号 事業の内容 定款（法人の事業又は目的）上の根拠

   

事業の概要 

 

本事業を反復継続して行うのに最低限必要となる許認可等について（注） 

許認可等の名称  

根拠法令  

許認可等行政機関  

注 記載した許認可等を得ている場合には、許認可等の写しを、現在申請中の場合には、当該許認可等の申請書を添付してくだ

さい。また、「許認可等行政機関」は課名等まで記載してください。 



【別紙４　法人の財務に関する公益認定の基準に係る書類について】

記載要領　：　下表の水色欄(■部分）を記載してください。

自 年 月 日

至 年 月 日

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円

円

円 円 円

※第二段階における剰余金の扱い

6

理由：
計画：

5

13合計（9欄～12欄)

７欄と８欄の合計（公益目的事業会計の経常収益計、経常費用計の
額と一致しているか確認してください。）

公益目的事業に係る特定費用準備資金に関する調整(別表C(5)より）
（当期の取崩額を「収入」欄に、積立額を「費用」欄に記載してください。）

収入－費用

プラスの事業がある場合、発
生理由とこれを解消するため
の計画等を記入してください。

２． 第二段階（公益目的事業会計全体の収支相償判定）

9

10

【別表A(1)  収支相償の計算(収益事業等の利益額の50%を繰入れる場合)】

法人名

特定の事業と関連付けられない公益目的事業に係るその他の経常
収益、経常費用

法人の公益目的事業会計全体に係る収入と費用等を比較します。

第一段階の経常収益計と経常費用計（２欄・３欄） 7

1 2

（公益法人認定法第５条第６号に定められた収支相償について審査します。）

１． 第一段階（公益目的事業の収支相償）

法人が行う事業について、その経常収益、経常費用を比較します。

その事業に係る
特定費用準備資金の

当期積立額

第一段階の判定
（２欄－３欄＋４欄－５欄）

事業
番号

経常費用計

経常収益計

前年度に６欄がプラスの事業が
ある場合には当該剰余金の額

を加算してください。

※法人の行う事業が一つしかない場合には、第一段階を省略し、第二段階のみ記載してください。

43

事業
年度

法人コード

剰余が生じる場合（収入－費用欄の数値がプラスの場合）は、その剰余相当額を公益目的保有財産に係る資産取得、改良に充
てるための資金に繰り入れたり、公益目的保有財産の取得に充てたりするか、翌年度の事業拡大を行うことにより同額程度の損
失となるようにしなければなりません。収入－費用欄の数値がプラスの場合、法人における剰余金の扱いの計画等を記載してく
ださい。

収支相償の額（収入－費用欄）がプラスとなる場合の今後の剰余金の扱い等

その事業に係る
特定費用準備資金の

当期取崩額

12

収入

収益事業等から
生じた利益の繰入額

収益事業から
生じた利益の繰入額

その他事業（相互扶助等事業）から
生じた利益の繰入額

11

費用

8

第二段階７欄へ



記載要領　：　下表の水色欄(■部分）を記載してください。

自 年 月 日

至 年 月 日

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円

円 円

円 円

円 円

△ 円

円 円

円 円

円 円

円

円

円 円 円

プラスの事業がある場合、発
生理由とこれを解消するため
の計画等を記入してください。

理由：
計画：

10

7

9

8

１． 第一段階（公益目的事業の収支相償）
法人が行う事業について、その経常収益、経常費用を比較します。

費用

法人の公益目的事業会計全体に係る収入と費用等を比較します。

２． 第二段階（公益目的事業会計全体の収支相償判定）

収入

5

【別表A(2)  収支相償の計算(収益事業等の利益額を50%を超えて繰入れる場合)】

（公益法人認定法第５条第６号に定められた収支相償について審査します。）

第一段階の判定
（２欄－３欄＋４欄－５欄）

事業
番号

経常費用計
その事業に係る

特定費用準備資金の
当期取崩額

その事業に係る
特定費用準備資金の

当期積立額

経常収益計

前年度に６欄がプラスの事業が
ある場合には当該剰余金の額

を加算してください。

※法人の行う事業が一つしかない場合には、第一段階を省略し、第二段階のみ記載してください。

6

12

11

収入－費用

16

13

その他事業（相互扶助等事業）から
生じた利益の繰入額

15

14
収益事業から
生じた利益の繰入額

合計（9欄～15欄の合計)

第一段階の経常収益計と経常費用計（２欄・３欄）

特定の事業と関連付けられない公益目的事業に係るその他の経常
収益、経常費用

７欄と８欄の合計（公益目的事業会計の経常収益計、経常費用計の
額と一致しているか確認してください。）

公益目的保有財産に係る減価償却費
（経常費用額の控除対象。「費用」欄に記載してください。）

公益目的事業に係る特定費用準備資金に関する調整(別表C(5)より）
（当期の取崩額を「収入」欄に、積立額を「費用」欄に記載してください。
ただし、上限があります。）
公益資産取得資金に関する調整(別表C(4)より）
（当期の取崩額を「収入」欄に、積立額を「費用」欄に記載してください。
ただし、上限があります。）
公益目的保有財産に係る当期収支
（売却に関しては売却収入額を「収入」欄に、取得に関しては支出額を「費
用」欄に記載してください。）

収益事業等から
生じた利益の繰入額

法人コード

法人名

事業
年度

3 41 2

第二段階７欄へ



記載要領　：　下表の水色欄(■部分）を記載してください。

自 年 月 日

至 年 月 日

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

△ 円 △ 円

円 円

円 円 円

円 円 円

※実物資産を繰入れる場合は、繰入れる資産について次の欄に記載してください。

円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

△ 円 △ 円

円 円

円 円 円

円 円 円

※実物資産を繰入れる場合は、繰入れる資産について次の欄に記載してください。

円

帳簿価格
面積、構造、物量等

資産の名称
場所

帳簿価格
繰入れ後の資産の使途

（概要、使用面積、使用使途等）
事業番号資産の名称

場所
面積、構造、物量等

収益事業等当期利益額(3欄-6欄) 7

収益事業等の経常収益の総額

収益事業等の経常外収益の総額

6

収益事業等の経常費用の総額 4

収益事業等の収益総額(1欄+2欄)

5

事業番号
繰入れ後の資産の使途

（概要、使用面積、使用使途等）

収益事業等の経常外費用の総額

収益事業等の費用総額(4欄+5欄)

うち実物資産を繰入れる額　※ 11

うち、収益事業等の利益から公益目的事業財産への繰入額

正
味
財
産
増
減
計
算
書

3

1

調整後の収益事業等の当期利益総額（7欄+8欄) 9

10

管理費のうち収益事業・その他事業に按分される額の控除 8

うち実物資産を繰入れる額　※

収益事業等の経常外費用の総額

9

うち、収益事業等の利益から公益目的事業財産への繰入額 10

11

調整後の収益事業等の当期利益総額（7欄+8欄)

8管理費のうち収益事業・その他事業に按分される額の控除

6

収益事業等の経常収益の総額

収益事業等の経常外収益の総額 2

1

収益事業等の収益総額(1欄+2欄) 3

収益事業等の経常費用の総額 4

収益事業等当期利益額(3欄-6欄) 7

収益事業等の費用総額(4欄+5欄)

収益事業等の利益の５０％を公益目的事業へ繰入れる場合は（１）を、５０％を超えて繰入れる場合は（２）
を記載してください。

【別表A(3)　第二段階・収益事業等の利益から公益目的事業財産への繰入額の計算】
（A(1)、A(2)の収支相償第二段階の審査の際に必要な、収益事業等の利益から公益目的事業財
産への繰入額の計算に用います。）

合計

合計

収益事業
その他事業（相互

扶助等事業）

事業
年度

（２）　収益事業等の利益額の５０％を超えて公益目的事業財産へ繰入れる場合

2

（１）　収益事業等の利益額の５０％を公益目的事業財産へ繰入れる場合

収益事業

正
味
財
産
増
減
計
算
書

5

その他事業（相互
扶助等事業）

法人コード

法人名



記載要領　：　下表の水色欄(■部分）を記載してください。

自 年 月 日

至 年 月 日

円

円

％

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

0

0

無償の役務の提供等に係る費用額（別表B(5)Ⅳ欄より） 17

18

収 益 等 実 施 費 用 額 （ 14 欄 +22 欄 ）

調
　
　
整
　
　
額

財産の譲渡損等（別表B(5)Ⅷ欄より）

土地の使用に係る費用額（別表B(5)Ⅱ欄より） 15

31

27

23

28

管 理 運 営 費 用 額 の 計 算

土地の使用に係る費用額（別表B(5)Ⅱ欄より） 25

24管 理 費 の 額 （ 別 表 B(5) Ⅰ 欄 よ り ）

無償の役務の提供等に係る費用額（別表B(5)Ⅳ欄より）

特定費用準備資金積立額（別表B(5)Ⅴ欄より）

【別表B(1)　公益目的事業比率の算定総括表】
（公益法人認定法第５条第８号に定められた公益目的事業比率について審査します。）

調整額計(5欄～11欄の計)

10

11

0

#DIV/0!

4

0

公 益 実 施 費 用 額 の 計 算

収 益 等 実 施 費 用 額 の 計 算

特定費用準備資金積立額（別表B(5)Ⅴ欄より） 8

公益目的事業に係る事業費の額（別表B(5)Ⅰ欄より）

財産の譲渡損等（別表B(5)Ⅷ欄より）

特定費用準備資金取崩額（別表B(5)Ⅵ欄より）

収益事業等に係る事業費の額（別表B(5)Ⅰ欄より）

5

0

14

無償の役務の提供等に係る費用額（別表B(5)Ⅳ欄より） 7

引当金の取崩額（別表B(5)Ⅶ欄より）

融資に係る費用額（別表B(5)Ⅲ欄より） 6

0

0

9

公 益 実 施 費 用 額 （ 4 欄 +12 欄 ） 13

12

調
　
　
整
　
　
額

土地の使用に係る費用額（別表B(5)Ⅱ欄より）

21

特定費用準備資金取崩額（別表B(5)Ⅵ欄より） 19

引当金の取崩額（別表B(5)Ⅶ欄より）

管 理 運 営 費 用 額 （ 24 欄 +32 欄 ） 33

特定費用準備資金取崩額（別表B(5)Ⅵ欄より） 29

引当金の取崩額（別表B(5)Ⅶ欄より） 30

調整額計(25欄～31欄の計) 32

調
　
　
整
　
　
額

財産の譲渡損等（別表B(5)Ⅷ欄より）

公 益 目 的 事 業 比 率 の 算 定

公益実施費用額(13欄より)

公益実施費用額+収益等実施費用額+管理運営費用
額  (13、23、33欄の合計)

公益目的事業比率（1欄÷2欄）

0
1

2

3

事業
年度

法人コード

法人名

融資に係る費用額（別表B(5)Ⅲ欄より） 16

融資に係る費用額（別表B(5)Ⅲ欄より） 26

特定費用準備資金積立額（別表B(5)Ⅴ欄より）

20

22調整額計(15欄～21欄の計)



記載要領　：　下表の水色欄(■部分）を記載してください。

自 年 月 日

至 年 月 日

㎡ 円

円 円

円

※資料を添付する場合は、資料の番号と資料名を記載
　　（資料番号：　　　　　　資料名：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

※資料を添付する場合は、資料の番号と資料名を記載
　　（資料番号：　　　　　　資料名：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

円

円

円

円

円
（複数事業に共通して土地を使用する場合に記載してください）

※資料を添付する場合は、資料の番号と資料名を記載
　　（資料番号：　　　　　　資料名：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

NO.

10

8

土地の賃料相当額
の各事業の費用額
への配賦計算内訳(9
欄の算出根拠）

１年度間の土地賃料
相当額　(7欄)より

4

面積 2

配賦額

3

0

1

事業費に算入すべきみな
し費用額合計(4欄－5欄)

土地の所在地

帳簿価額

6

土地の賃料相当額(4
欄)の算定根拠

7

土地の使用に当たり負担し
た費用額(固定資産税額等） 5

9

算入対象となる事業
名と土地使用方法、
配賦額
（配賦額は別表Ｂ（5）
Ⅱ（土地の使用に係
る費用額）へ転記し
てください）

土地の使用に当たり
負担した費用額(5欄)
の内容と算定根拠

事業
番号

事業の内容 各事業ごとの土地使用方法

【別表B(2)土地の使用に係る費用額の算定】
（公益法人認定法第５条第８号に定められた公益目的事業比率の計算に必要な、土地の使用
に係る費用額の算定に用います。土地一筆ごとに１枚記載してください。）

法人コード

法人名

事業
年度



記載要領　：　下表の水色欄(■部分）を記載してください。

自 年 月 日

至 年 月 日

※資料を添付する場合は、資料の番号と資料名を記載
　　（資料番号：　　　　　　資料名：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

円

事業番号 事業の内容1

【別表B(3)融資に係る費用額の算定】
（公益法人認定法第５条第８号に定められた公益目的事業比率の計算に必要な、融資に係る費用額の計算に用いま
す。）

７欄の額を、別表B（5）Ⅲ（融資に係る費用額）へ転
記してください。

3

2

5

費用額に算入する額

借入れをして調達
した場合の利率

貸付利率 4

費用額に算入する額
(7欄)の算定根拠

6

7

事業
年度

貸付の内容

法人コード

法人名
NO.



記載要領　：　下表の水色欄(■部分）を記載してください。

自 年 月 日

至 年 月 日

円 円

円

※資料を添付する場合は、資料の番号と資料名を記載
　　（資料番号：　　　　　　資料名：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

※資料を添付する場合は、資料の番号と資料名を記載
　　（資料番号：　　　　　　資料名：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

円

円

円
（複数事業に共通して役務が提供される場合に記載してください）

※資料を添付する場合は、資料の番号と資料名を記載
　　（資料番号：　　　　　　資料名：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

6

事業の実施に対し、この役務等の
提供等が不可欠である理由を説
明してください。

配賦額

支払対価の額（役務提供
に対し実際に支払う額）

事業の内容事業番号

11

10

各事業の費用額へ
の配賦(10欄）計算内

訳

5

必要対価の額(5欄)
の算定根拠
(役務提供の延べ日
数や、延べ人数、単
価等の算定根拠を、
詳しく記載してくださ
い。また、昨年度の
実績等があれば記載
してください。）

費用額に算入する総
額(5欄－6欄)

算入対象となる事業
と配賦額
（配賦額は別表B(5)
Ⅳ（無償の役務提供
等に係る費用額）へ
転記してください）

支払対価の額(6欄)
の内容と算定根拠

7

9

8

役務提供等を受ける場所 3

0

必要対価の額
(役務提供の対価額）

役務の提供があった
事実を証する方法

4

役務提供等の名称 1

役務提供等の内容 2

【別表B(4)無償の役務の提供等に係る費用額の算定】
（公益法人認定法第５条第８号に定められた公益目的事業比率の計算に必要な、無償の役務
提供等に係る費用額の算定に用います。役務提供等１件ごとに記載してください。）

NO.
法人コード

法人名

事業
年度



記載要領　：　下表の水色欄(■部分）を記載してください。

自 年 月 日

至 年 月 日

Ⅰ　事業実施に係る経常費用の額(事業費の額）

Ⅱ　土地の使用に係る費用額（別表B(2)より）

Ⅲ　融資に係る費用額（別表B(3)より）

Ⅳ　無償の役務の提供等に係る費用額（別表B(4)より）

Ⅴ　特定費用準備資金当期積立額（別表C(5)より）

Ⅵ　特定費用準備資金当期取崩額（別表C(5)より、マイナス額で記載してください。）

Ⅶ　引当金の取り崩し額（マイナス額で記載してください。）

Ⅷ　財産の譲渡損等の額（認定規則第15条第1、3、4項の額をマイナス額で、第2項の額をプラス額で記載してください。）

Ⅸ　合計

共通公４

公益実施費用額
公益実施
費用額計

公７公５公２ 公３

公４

NO.
公２ 公３ 公４

NO.

合計

NO.

NO.

合計

NO.
公８

公４ 公５

事業比率

公１ 公２ 公３ 公４ 公５

合計

合計

合計

所在地

貸付の内容
公３

（単位：円）

法人コード

経常費用額

合計

NO.

公１ 公６ 公８ 公９

公５

NO.

公１ 公２

役務提供等の名称

公益実施費用額

公１ 公２ 公３ 公４ 公５ 公６ 公７ 公８ 公９ 共通
公益実施
費用額計

公益実施費用額

公６ 公７ 公８ 公９ 共通
公益実施
費用額計

公益実施費用額

公１ 公２ 公３ 公４ 公５ 公６ 公７ 公８ 公９ 共通
公益実施
費用額計

公益実施費用額

公９ 共通
公益実施
費用額計

特定費用準備資金の名称
公５ 公６ 公７ 公８公１ 公２ 公３ 公４

共通
公益実施
費用額計

特定費用準備資金の名称
公６ 公７ 公８ 公９

公益実施費用額

公１ 公５

公６ 公７ 公８ 公９ 共通
公益実施
費用額計

引当金の名称

合計

公益実施費用額

公１ 公２ 公３

公益実施費用額

公１ 公２ 公３ 公４ 公５ 公６ 公７ 公９ 共通
公益実施
費用額計

財産の名称

公益実施費用額

公６ 公７ 公８ 公９ 共通
公益実施
費用額計

事業
年度 法人名

【別表B(5) 公益目的事業比率算定に係る計算表】その１
（公益法人認定法第5条第8号に定められた公益目的事業比率の算定について、各事業ごとに数値をまとめ、別表B(1)に転記するための表です。）

合計

別表B(1)
(事業比率）
4欄へ

別表B(1)
(事業比率）
6欄へ

別表B(1)
(事業比率）
7欄へ

別表B(1)
(事業比率）
8欄へ

別表B(1)
(事業比率）
10欄へ

別表B(1)
(事業比率）
11欄へ

別表B(1)
(事業比率）
13欄へ

別表B(1)
(事業比率）
5欄へ

別表B(1)(事業
比率）9欄へ



記載要領　：　下表の水色欄(■部分）を記載してください。

自 年 月 日

至 年 月 日

Ⅰ　事業実施に係る経常費用の額(事業費の額）

Ⅱ　土地の使用に係る費用額（別表B(2)より）

Ⅲ　融資に係る費用額（別表B(3)より）

Ⅳ　無償の役務の提供等に係る費用額（別表B(4)より）

Ⅴ　特定費用準備資金当期積立額（別表C(5)より）

Ⅵ　特定費用準備資金当期取崩額（別表C(5)より、マイナス額で記載してください。）

Ⅶ　引当金の取り崩し額（マイナス額で記載してください。）

Ⅷ　財産の譲渡損等の額（認定規則第15条第1、3、4項の額をマイナス額で、第2項の額をプラス額で記載してください。）

Ⅸ　合計

合計

事業
年度

経常費用額

NO. 所在地

合計

NO. 貸付の内容

NO. 貸付の内容

合計

NO. 特定費用準備資金の名称

合計

NO. 特定費用準備資金の名称

NO. 引当金の名称

合計

NO. 財産の名称

合計

合計

事業比率

法人名

法人コード

他２ 共通
収益等実施
費用額計

収１ 収２ 収３ 他１

他２ 共通
収益等実施
費用額計

収１ 収２ 収３ 他１

収益等実施費用額
合計

（参考）収１ 収２ 収３ 他１ 他２ 共通
収益等実施
費用額計

管理運営
費用額

収益等実施費用額
管理運営
費用額収１ 収２ 収３ 他１ 他２ 共通

収益等実施
費用額計

収２ 収３ 他１

収１ 収２ 収３ 他１

収１

収益等実施費用額

他２ 共通
管理運営
費用額

収益等実施費用額
収益等実施
費用額計

他１ 他２

管理運営
費用額

合計
（参考）

備考
（認定規則第15条のうち

該当の項番を記載）
収１ 収２ 収３ 他１ 他２ 共通

収益等実施
費用額計

収益等実施費用額
合計

（参考）
管理運営
費用額他２ 共通

収益等実施
費用額計

収１ 収２ 収３ 他１

収益等実施費用額
管理運営
費用額

合計
（参考）

収益等実施費用額
管理運営
費用額

収益等実施費用額
管理運営
費用額

合計
（参考）共通

収益等実施
費用額計

収２ 収３

（単位：円）

【別表B(5) 公益目的事業比率算定に係る計算表】その２
（公益法人認定法第5条第8号に定められた公益目的事業比率の算定について、各事業ごとに数値をまとめ、別表B(1)に転記するための表です。）

収１

合計
（参考）

配賦基準

配賦基準

合計
（参考）

合計
（参考）

収益等実施費用額
管理運営
費用額

合計
（参考）他２ 共通

収益等実施
費用額計

合計

別表B(1)
(事業比率）
24欄へ

別表B(1)
(事業比率）
14欄へ

別表B(1)
(事業比率）
25欄へ

別表B(1)
(事業比率）
15欄へ

別表B(1)
(事業比率）
16欄へ

別表B(1)
(事業比率）
26欄へ

別表B(1)
(事業比率）
17欄へ

別表B(1)
(事業比率）
27欄へ

別表B(1)
(事業比率）
18欄へ

別表B(1)
(事業比率）
28欄へ

別表B(1)
(事業比率）
20欄へ

別表B(1)
(事業比率）
30欄へ

別表B(1)
(事業比率）
21欄へ

別表B(1)
(事業比率）
31欄へ

別表B(1)
(事業比率）
23欄へ

別表B(1)
(事業比率）
33欄へ

別表B(1)(事業
比率）19欄へ

別表B(1)(事業比率）29欄



自 年 月 日

至 年 月 日

この様式では、遊休財産額が、遊休財産額の保有上限額を超えていないことを確認します。

遊休財産額は、以下の計算により算定します。

遊休財産額＝資産－（負債＋一般社団・財団法人法第131条の基金）－（控除対象財産－対応負債の額※）

１．遊休財産額の計算に必要な数値の作成（下記３．及び４．に必要な数値を作成します。）

資産の部 負債の部

流動資産計 1 円 流動資産に直接対応する負債の額 6 円

控除対象財産（別表C(2)から転記） 2 円 7 円

その他の固定資産　4欄-2欄 3 円 その他の固定資産に直接対応する負債の額 8 円

固定資産計　5欄-1欄 4 円 引当金勘定の合計額　35欄 9 円

10 円

負債計　26欄 11 円

正味財産の部

12 円

指定正味財産の額　33欄 13 円

一般正味財産の額　15欄-12欄-13欄 14 円

正味財産計 15 円

資産計 5 円 16 円

２．遊休財産額の保有上限額（＝公益目的事業の実施に要した費用の額に準ずる額）の計算

損益計算書上の公益目的事業に係る事業費の額 17 円 21 円

18 円 財産の譲渡損、評価損等の額 22 円

19 円 23 円

20 円 24 円

３．遊休財産額の計算

資産　5欄 25 円 控除対象財産の額　2欄 28 円

負債　11欄 26 円 対応負債の額　39欄 29 円

27 円 30 円

４．対応負債の額の計算（次の２つの方法のうちいずれかを選択し、○を記載してください。）

控除対象財産の額　2欄 31 円 控除対象財産の額　2欄又は28欄 31 円

32 円

指定正味財産の額　13欄 33 円 指定正味財産の額　13欄 33 円

31欄-32欄-33欄 34 円 31欄-33欄 34 円

引当金勘定の合計額　9欄 35 円 引当金勘定の合計額　9欄 35 円

36 円

37 円 その他負債の額　11欄-35欄 37 円

38 円 38 円

39 円 39 円

【判定結果】

遊休財産額の保有上限額　20欄-24欄 40 円

遊休財産額　30欄 41 円

遊休財産額の保有上限額の超過の有無 42

特定費用準備資金の公益実施費用額への算入額
（別表C(5)から転記（公益目的事業の場合のみ））

商品等の原価を予め費用計上していない場合のみ

商品等譲渡に係る原価相当額
特定費用準備資金の公益実施費用額からの控除額
（別表C(5)から転記（公益目的事業の場合のみ））

計　(17欄+18欄+19欄) 控除額計　(21欄+22欄+23欄)

固
定
資
産

公益実施費用額から控除する引当金の取崩額

その他負債の額　11欄-6欄-7欄-8欄-9欄

一般正味財産の額　14欄（5欄-11欄-12欄-13欄と同額）

公益法人認定法施行規則第22条第8項の方法

公益法人認定法施行規則第22条第8項の方法公益法人認定法施行規則第22条第7項の方法

公益法人認定法施行規則第22条第7項の方法

控除対象財産に直接対応する負債の額　32欄

事業
年度別表C(1) 遊休財産額の保有制限の判定

※対応負債の額とは、控除対象財産に直接対応する負債の額とその他の負債のうち控除対象財産に按分された負債の合計額です。
　 なお、控除対象財産から対応負債の額を控除するのは、借入金等によって資産を取得している場合には、負債が二重で減算される
　 ことになってしまうためです。

法人コード

法人名

一般社団・財団法人法第131条の基金　27欄

負債及び正味財産合計　5欄（11欄+15欄と同額）

一般社団・財団法人法第131条の基金　12欄 遊休財産額　25欄-26欄-27欄-28欄+29欄

対応負債の額　32欄+34欄×37欄/(37欄+38欄) 対応負債の額　34欄×37欄/(37欄+38欄)

控除対象財産に直接対応する負債の額　7欄

各資産に直接対応する負債の額　6欄+7欄+8欄

その他負債の額　10欄（11欄-35欄-36欄と同額）

一般正味財産の額　14欄（5欄-11欄-12欄-13欄と同額）

　　　 記載要領

網掛けの欄に数値を入
力してください。
その他の欄は、自動的
に計算されます。



記載要領　：　下表の水色欄(■部分）を記載してください。

自 年 月 日

至 年 月 日

１．公益目的保有財産

２．公益目的事業に必要な収益事業等その他の業務又は活動の用に供する財産

円

円

※1　法人の管理運営に用いる財産については、事業番号の欄に「管」と記載してください。
※2　期首：申請書に添付した収支予算書の期首、期末：申請書に添付した収支予算書の期末

円

円

円

共用割合

円

円

円

円 円

番
号

財産の名称

4

円

場所

面積、構造、物量等

事業番号
※1

財産の使用状況
（概要、使用面積、使用状況等）

帳簿価額

期首※2

財産の名称

計（Ａ）

10

2

4

1

3

円

円円

円

円

円

共用財産

円

円

不可欠
特定財産

取得
時期

円

円

円

期末※2

円

別表C(2)　控除対象財産
法人コード

法人名

事業
年度

円

円

円

共用
財産

共用
割合

円

円

円

円

円

5

計（Ｂ）

番
号

帳簿価額

期首※2 期末※2

場所
事業番号

※1
財産の使用状況

（概要、使用面積、使用状況等）
面積、構造、物量等

5

6

7

8

1

3

2

円

円

円

9



３．資産取得資金（別表C(4)より）

４．特定費用準備資金（別表C(5)より）

５．交付者の定めた使途に従い使用・保有している財産（１～４に記載した財産は含まれません。）

６．交付者の定めた使途に充てるために保有している資金（１～４に記載した資金は含まれません。）

円 円

控除対象財産の額（Ａ～Ｆの合計）
期首※2 　この額を

　別表C(1)の
　2欄に転記

期末※2

円

共用
財産

共用
割合

円

公益目的
保有財産

円

円

帳簿価額

期首※2 期末※2

円円

円

円

円円

計（Ｆ）

円

2

円

期首※2 期末※2

1

事業番号
※1

交付者の定めた使途

計（Ｅ）

帳簿価額
番
号

資金の名称

円 円

2

円 円

円 円

番
号

資金の目的

事業番号
※1

資金の目的

資金の名称

番
号

計（Ｃ）

番
号

財産の名称
事業番号

※1
交付者の定めた使途

1

計（Ｄ）

期首※2

帳簿価額

期首※2

円

期末※2

円

円

円

事業番号
※1

帳簿価額

2

1

2

資金の名称

1

期末※2

円

円



記載要領　：　下表の水色欄(■部分）を記載してください。また、必要に応じて、行を追加・削除してください。

自 年 月 日

至 年 月 日

（上段：配賦の根拠数値、中段：配賦割合、下段：配賦額）（単位：円）

公益目的事業会計

帳簿価額 配賦基準

6

8

7

5

4

3

2

番
号 共通

財産の名称

1

公5 収1 収2 他1

小計

公1 公2 公3 公4

別表C(2) 控除対象財産 における１．公益目的保有財産の各事業への配賦方法を確認するものです。
複数の事業に関連する財産については、配賦基準を明記の上、記載してください。

別表C(3)　公益目的保有財産配賦計算表

小計

事業
年度

法人コード

法人名

収益事業等会計

法人会計
他2

共通



記載要領　：　下表の水色欄(■部分）を記載してください。また、必要に応じて、行を追加・削除してください。

自 年 月 日

至 年 月 日

（上段：配賦の根拠数値、中段：配賦割合、下段：配賦額）（単位：円）

事業
年度

公益目的事業会計

番
号

財産の名称 帳簿価額 配賦基準 法人会計
公1 公2 公3 公4 他2公5 収1

共通 小計

9

10

11

12

13

15

14

16

小計

法人コード

法人名

共通

収益事業等会計

収2 他1



記載要領　：　下表の水色欄(■部分）を記載してください。

自 年 月 日

至 年 月 日

年度 ～ 年度 （ 年間 ）

あり なし

※1　資産の区分が可能な場合には資産の配賦割合を、物理的な特定が困難で一の資産とした場合には使用割合を記載してください。

１．控除対象財産における資産取得資金の計算

【当年度の前後３年間の計画】（経過年度は実績値を記載）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

※2　当該年度の収益事業等の利益の繰入割合について、該当欄に「○」を記載してください。

２．公益目的事業全体の収支相償における公益資産取得資金の当期積立額及び取崩額の計算

　【当該資産取得資金が、公益資産取得資金である場合のみ記載が必要です。】

【当年度の前３年間の計画】

　（当年度までの数値を記載） ※3　収支相償上の積立額及び取崩額は、それぞれの限度額の範囲内で記載してください。

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円

資産の取得等に必要な額の
算定方法

別表C(2) 控除対象財産 における３．資産取得資金の明細となるほか、別表A(2) 収支相償の計算（収益事業等の利益額を50％を超
えて繰入れる場合） における公益資産取得資金に関する調整及び公益目的保有財産に係る当期収支（費用）の算出に用います。

法人名

当該資金の目的

事業
年度

法人コード
別表C(4)　資産取得資金

事業番号

取崩額 積立限度額

資産全体に占める公益目的
事業に使用する割合の説明

（共用財産の場合のみ）

資産取得資金の額
（累計）

収支相償上の取崩額※3

１．の当年度の取崩額

収支相償上の資産取
得資金の額（累計）

当該事業年度の目的外取崩し
（当該事業年度に取崩しを

行った場合のみ）

資産全体に占める公益目的

事業に使用する割合（％）
※1

（共用財産の場合のみ）

年度
50% 50%超

利益の繰入割合※2

３年度前

前々年度

前年度

収支相償上の
取崩限度額

積立額

対象となる資産の名称

資産取得資金の名称（貸借対照表科目名）

資産取得等予定時期

計画期間（事業年度） 平成平成

当年度

当年度

次年度

次々年度

３年度後

年度
収支相償上の
積立限度額 収支相償上の積立額※3

NO.

３年度前

前々年度

前年度

収益事業等の利益額を50％を超えて繰入れる場合は、これらの数値を、それぞれ、別表A(2)（収益事業等の利益額を
50％を超えて繰入れる場合）の公益資産取得資金に関する調整（12欄）に算入してください。

収益事業等の利益額を50％を超えて繰入れる場合は、この数値を、別表A(2)（収益事業等の利益額を50％を超えて繰
入れる場合）の公益目的保有財産に係る当期収支（13欄）（費用）に算入してください。



記載要領　：　下表の水色欄(■部分）を記載してください。
自 年 月 日

至 年 月 日

年度 ～ 年度 （ 年間 ）

あり なし

１．控除対象財産における特定費用準備資金並びに公益目的事業比率における当期積立額及び取崩額の計算
【計画全体】（経過年度は実績値を記載）

円 円 円 円
円 円 円 円
円 円 円 円
円 円 円 円
円 円 円 円
円 円 円 円
円 円 円 円
円 円 円 円
円 円 円 円
円 円 円 円

※1　当該年度の収益事業等の利益の繰入割合について、該当欄に「○」を記載してください。（将来の年度は、記載不要です。）

【当年度】（計画全体のうち、当年度分の数字を転記）

円 円 円 円

２．公益目的事業全体の収支相償における特定費用準備資金の当期積立額及び取崩額の計算
　【当該特定費用準備資金が、公益目的事業に係る資金である場合のみ、記載してください。】

【計画全体】（当年度までの数値を記載（将来の数値は記載不要））

円 円 円 円 円
円 円 円 円 円
円 円 円 円 円
円 円 円 円 円
円 円 円 円 円
円 円 円 円 円
円 円 円 円 円
円 円 円 円 円
円 円 円 円 円
円 円 円 円 円

【当年度】（計画全体のうち、当年度分の数字を転記） ※2　収支相償上の積立額及び取崩額は、それぞれの限度額の範囲内で記載してください。

円 円 円 円 円

事業
年度

法人コード

当該活動の実施予定時期

法人名

平成

積立限度額

収支相償上の
取崩限度額 収支相償上の取崩額※2 収支相償上の特定費用

準備資金の額（累計）

取崩額

当該事業年度の目的外取崩し
（当該事業年度に取崩しを

行った場合のみ）

50% 50%超
年度

特定費用準備資金の額
（累計）

積立限度額積立額

積立限度額の算定方法

利益の繰入割合※1

別表C(5)　特定費用準備資金

計画期間（事業年度）

事業番号

当該活動の内容

将来の特定の活動の名称

平成

特定費用準備資金の名称（貸借対照表科目名）

収支相償上の
積立限度額

積立額

収支相償上の積立額※2年度

年度
特定費用準備資金の額

（累計）
取崩額

年度
収支相償上の
積立限度額

収支相償上の積立額
収支相償上の
取崩限度額

収支相償上の取崩額

NO.

収支相償上の特定費用
準備資金の額（累計）

別表C(2) 控除対象財産 における４．特定費用準備資金の明細となるほか、別表A(1)及びA(2) 収支相償の計算 における公
益目的事業に係る特定費用準備資金に関する調整、別表B(5) 公益目的事業比率算定に係る計算表 における特定費用準
備資金当期積立額及び取崩額、別表C(1) 遊休財産額の保有制限の判定 における特定費用準備資金の公益実施費用額へ
の算入額及び特定費用準備資金の公益実施費用額からの控除額の算出に用います。

算出した数値を、各事業別に、それぞれ、別表B(5)Ⅴ（特定費用準備資金当期積立額)及び別表B(5)Ⅵ（特定費用準備資金当期取
崩額）に転記してください。
また、当該特定費用準備資金が、公益目的事業に要する資金である場合、算出した数値を、それぞれ、別表C(1)の特定費用準備資
金の公益実施費用額への算入額(19欄)及び特定費用準備資金の公益実施費用額からの控除額(23欄)に算入してください。

収益事業等の利益の50％を公益目的事業財産に繰入れる場合には、算出した数値を、それぞれ、別表A(1)（収益事業等の利益額
の50％を繰入れる場合）の公益目的事業に係る特定費用準備資金に関する調整(10欄)に算入してください。
収益事業等の利益の50％超を公益目的事業財産に繰入れる場合には、算出した数値を、それぞれ、別表A(2)（収益事業等の利益
額を50％を超えて繰入れる場合）の公益目的事業に係る特定費用準備資金に関する調整(11欄)に算入してください。



別表Ｄ 
 

自  年  月  日 法人コード  事業 

年度 至  年  月  日 法人名  

 
 

他の団体の意思決定に関与することができる財産保有の有無 

 

他の団体の意思決定に関与することができる株式その他の認定法施行規則第４条で定

める財産について、保有の有無、保有している場合には、その内容を記載してください。 

 

保有の有無 □ 保有していない □ 保有している 

他の団体の意思決定に 

関与することができる財産の内容 

他の団体の名称 財産の名称 

当該他の団体の主な業務の内容 

議決権の

割合 

（注） 

   

 
 ％

   

 
 ％

   

 
 ％

   

 
 ％

   

 
 ％

   

 
 ％

   

 
 ％

   

 
 ％

   

 
 ％

   

 
 ％

注 正確な数字を把握していない場合には、概数を記載してください。



別表Ｅ 
 

自  年  月  日 法人コード  事業 

年度 至  年  月  日 法人名  

 
 

情報開示の適正性 
 

法人の体制に応じて、次の(1)から(3)までのいずれかを選択して記載してください。 

当該監事の氏名  (1) 公認会計士又は税理

士である者が監事を務

めている場合 公認会計士・税理士の別  

 

営利又は非営利法人の経理事務

に従事等した経験を有する監事

の氏名 

 

 

(2) (1)以外の場合であっ

て、費用及び損失の額

又は収益の額が１億円

未満の場合  当該監事の経理事務経験につい

て右欄に記載してください。 

 

 

情報開示の

適正性 

(3) (1)又は (2)以外の場

合 

公認会計士、税理士又はその他

の経理事務の精通者による関与

について説明してください。 

 

 

会計監査人による外部監査を受けている法人は、本書類の記載は不要です。 



記載要領　：　下表の水色欄(■部分）を記載してください。また、必要に応じて、行を追加・削除してください。

【別表F（１）各事業に関連する費用額の配賦計算表（役員等の報酬・給料手当）】 自 年 月 日

至 年 月 日

○役員等の報酬 （上段：配賦の根拠数値、中段：配賦割合、下段：配賦額）（単位：円）

小計

法人コード

法人名

共通

収益事業等会計

（役員等の報酬及び給料手当について、配賦基準を明記の上、記載してください。）

番
号

役職 役員等の氏名 報酬の額 配賦基準

公益目的事業会計

事業
年度

法人会計
公1 公2 公3 公4 公5 収1 収2 他1 他2

共通 小計

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

ページ　合　計



記載要領　：　下表の水色欄(■部分）を記載してください。また、必要に応じて、行を追加・削除してください。

自 年 月 日

至 年 月 日

○役員等の報酬 （上段：配賦の根拠数値、中段：配賦割合、下段：配賦額）（単位：円）

事業
年度

法人コード

法人名

共通 小計 共通 小計

収1 収2 他1

収益事業等会計

他2
法人会計

15

役員等の報酬　計

19

20

役員等の氏名 報酬の額

14

18

17

16

公3

公益目的事業会計

公5公4

13

番
号

役職

11

12

配賦基準
公1 公2

ページ　合　計



記載要領　：　下表の水色欄(■部分）を記載してください。また、必要に応じて、行を追加・削除してください。

自 年 月 日

至 年 月 日

○使用人を兼務する理事の給料手当 （上段：配賦の根拠数値、中段：配賦割合、下段：配賦額）（単位：円）

○使用人を兼務する理事以外の給料手当 （上段：配賦の根拠数値、中段：配賦割合、下段：配賦額）（単位：円）

○給料手当計

法人会計
共通 小計

他2

法人名

小計

事業
年度

小計

収1

公益目的事業会計

配賦基準役職

各事業に関連する費用

役員等の氏名 給料手当の額

公5

1

公1 公2 公3番
号

配賦基準
公2 公3公1

公4

公5

共通

公4

共通

公益目的事業会計

給料手当計

収益事業等会計

収1 他1

法人コード

他1 他2

共通 小計
法人会計

収2

収2

収益事業等会計

3

給料手当の額

合　　　計

2



記載要領　：　下表の水色欄(■部分）を記載してください。また、必要に応じて、行を追加・削除してください。

【別表F（２）各事業に関連する費用額の配賦計算表（役員等の報酬・給料手当以外の経費）】 自 年 月 日

（各費用額に共通して発生する関連費用等について、配賦基準を明記の上、記載してください。） 至 年 月 日

（上段：配賦の根拠数値、中段：配賦割合、下段：配賦額）（単位：円）

5

各事業に関連する費用

9

公3

公益目的事業会計

公4 公5

共通 小計

3

4

8

7

6

番
号

科目名

1

費用の名称 費用の額

2

配賦基準
公1 公2

法人会計

収益事業等会計

共通 小計

収1 収2 他1 他2

10

ページ　合　計

事業
年度

法人コード

法人名



記載要領　：　下表の水色欄(■部分）を記載してください。また、必要に応じて、行を追加・削除してください。

自 年 月 日

至 年 月 日

（上段：配賦の根拠数値、中段：配賦割合、下段：配賦額）（単位：円）

15

14

13

公益目的事業会計

12

11

費用の名称

番
号

収益事業等会計

法人会計
公3 公4 公5 収1 収2 他1 他2

科目名

各事業に関連する費用

配賦基準
共通 小計費用の額

公1 公2

16

17

18

19

20

ページ　合　計

共通 小計

事業
年度

法人コード

法人名



記載要領　：　下表の水色欄(■部分）を記載してください。また、必要に応じて、行を追加・削除してください。

自 年 月 日

至 年 月 日

（上段：配賦の根拠数値、中段：配賦割合、下段：配賦額）（単位：円）

番
号

科目名

各事業に関連する費用

配賦基準 法人会計
費用の名称 費用の額

公1 公2 公3 公4 公5

小計

収1

公益目的事業会計 収益事業等会計

共通共通 小計

他1 他2収2

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

ページ　合　計

事業
年度

法人コード

法人名



記載要領　：　下表の水色欄(■部分）を記載してください。

自 年 月 日

至 年 月 日

１．公益目的増減差額

２．公益目的保有財産 【参考数値】

３．公益目的取得財産残額

当該事業年度に増加した公益目的事業
財産の合計額　（3欄～13欄の合計）

15

当該事業年度の公益目的事業費等の合
計額　（15欄～19欄の合計）

当該事業年度に増加した公益目的事業財産

そ
の
他
の
数
値

そ
の
他
の
数
値

損
益
計
算
書

(

公
益
目
的
事
業
会
計

）
上
の
数
値

損
益
計
算
書

(

公
益
目
的
事
業
会
計

）
上
の
数
値

公益目的保有財産の運用益等
（5欄に算入した額を除く）

3欄～12欄の他、定款等の定めにより
公益目的事業財産となった額

当該事業年度末日における公益目的取
得財産残額（1欄＋21欄）

24
円

公益目的事業に係る引当金の取崩額

交付を受けた補助金等

公益目的事業に係る対価収入

収益事業等から生じた利益のうち公
益目的事業財産に繰り入れた額

社員が支払った経費の額
【公益社団法人のみ記載】

法人コード

法人名

円

円

円

事業
年度

　公益目的取得財産残額とは、毎事業年度末における公益目的事業財産の未使用残高です。認定取消時には残高に相当する額の財
産を、法で定める適格な法人のうち、定款で定める者に贈与しなければなりません。

　公益目的取得財産残額は、以下の計算により算定します。
　　公益目的増減差額　＋　公益目的保有財産　＝　公益目的取得財産残額

　このうち、公益目的増減差額とは、公益に充てられるべき資金（流動資産）であり、以下の計算により算定します。
　　前事業年度末日の公益目的増減差額 ＋ 当該事業年度に増加した公益目的事業財産 － 当該事業年度の公益目的事業費等
　　＝　当該事業年度末日の公益目的増減差額

別表H(1)　当該事業年度末日における
　　　　　　　公益目的取得財産残額

2

公益目的保有財産に係る調整額
（22欄-21欄）（マイナスの場合は零）

合併により承継した他の公益法人の
公益目的取得財産残額

認定等の日前に取得した不可欠特定
財産の帳簿価額の増加額

円
前事業年度の末日の公益目的増減差額

寄附を受けた財産の額
円

3

4

11

12

9

5

6

7

8

10

13

14

円

円

円

円

円

円

円

円

円

16
円

17
円

18

19

円

円

公益目的事業費の額
（財産の評価損等の調整後の額）

15欄の他、公益目的保有財産に生じ
た費用及び損失の額

15欄、16欄の他、公益目的事業の実
施に伴って生じた経常外費用の額

15欄～17欄の他、他の公益法人の公益
目的事業のために寄附した財産の価額

公益目的保有財産に係る調整額
（21欄-22欄）（マイナスの場合は零）

当該事業年度の公益目的事業費等

1
円

円

円

当該事業年度末日における公益目的保有
財産の帳簿価額の合計額（別表C(2)Ａ）

21
円

うち認定等の日前に取得した不可欠
特定財産の帳簿価額の合計額

円

当該事業年度末日の公益目的増減差額
（2欄+14欄-20欄）

23

前事業年度末日における公益目的保有
財産の帳簿価額の合計額

22

20



（別表） 記載要領　：　下表の水色欄(■部分）を記載してください。

自 年 月 日

至 年 月 日

１．寄附を受けた財産

（１）寄附者により、公益目的事業以外のために使用すべき旨が定められているもの

【公益目的増減差額に加算されないもの】

円

円

円

円

円

円
注　寄附の名称ごとに寄附者による使途の定めの内容が分かる書類（寄附規定、募集要項等）を添付してください。

（２）（１）以外のもの

【公益目的増減差額に加算されるもの】

円

円

円

円

円

円

２．社員が支払った経費【公益社団法人のみ記載】

（１）公益目的事業以外のために使用すべき旨を定めているもの

【公益目的増減差額に加算されないもの】

円

円

円

円

円

円

（２）公益目的事業のために使用すべき旨を定めているもの

【公益目的増減差額に加算されるもの】

円

円

円

円

円

円

（３）使途の定めがないもの

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

金額名称 使途の定めの内容

合計

合計

金額

事業
年度

法人コード別表H(2)　当該事業年度中の
　　　　　　　公益目的増減差額の明細 法人名

合計

名称 使途の定めの内容 金額

合計

名称 使途の定めの内容 金額

合計

名称 使途の定めの内容

金額名称
うち、公益目的事業のた

めに使用する金額



３．公益目的保有財産の運用益等

【公益目的増減差額に加算されるもの】

円

円

円

円

円

円

４．公益目的保有財産に生じた費用及び損失（公益目的事業費（調整後）に含まれるものを除く）

【公益目的増減差額から減算されるもの】

円

円

円

円

円

円

５．他の公益法人の公益目的事業のために寄附した財産

【公益目的増減差額から減算されるもの】

円

円

円

円

円

円

公益目的保有財産の名称 運用益等の内容 金額

合計

公益目的保有財産の名称 費用及び損失が生じた理由 金額

合計

寄附先の公益法人の名称 寄附をした財産の使途（公益目的事業の内容） 金額

合計



上表のうち、以下に掲げるもの（2欄,3欄,6欄）については、その詳細を下表に記載してください。

①公益目的保有財産の譲渡によって得た額（2欄）の詳細

②公益目的保有財産の滅失、き損に係る損害をてん補するために交付された財産（3欄）の詳細

③4欄及び5欄の資金について、移行登記の日までに当該資金の目的以外の目的のために取り崩した額（6欄）の詳細

申請時の帳簿価額 取り崩した額資金の名称 事業番号 資金の目的

円

計
円

円

円

円

2

申請時の帳簿価額
交付された
財産の額面積、構造、物量等

1
円

使用目的等

番
号

1

2

番
号

滅失、き損した
財産の名称

場所
事業番号

申請時の帳簿価額
場所

面積、構造、物量等
使用目的等

円

譲渡した
財産の名称

事業番号

円

円
計

円

番
号

円

円

譲渡により得た額

円

円

移行時の公益目的取得財産残額 移行
登記日

4欄及び5欄について、移行登記の日までに当該資金の目的以外の目的のために取り崩した額

4欄の他、公益目的事業に充てるために保有する資金

法人コード

法人名

6

公益目的事業の用に供する財産の取得又は改良に充てるために保有する資金の額

公益目的事業の用に供する財産の譲渡によって得た額 2

公益目的事業の用に供する財産の滅失、き損に係る損害をてん補するために
交付された財産の額

円
1

移行時の公益目的取得財産残額（1欄+2欄+3欄+4欄+5欄+6欄）

円

2
円

計
円

円

月 日

1公益目的事業の用に供する財産の帳簿価額の合計額

年

円

4
円

円

3

円

円
7

円
5



５．その他の添付書類の一覧 
  

１．財産目録 

２．役員等名簿（閲覧用を含む。） 

３．理事、監事及び評議員に対する報酬等の支給の基準を記載した書類 

４．社員名簿（公益社団法人のみ）（閲覧用を含む。） 

５．貸借対照表及びその附属明細書 

６．損益計算書及びその附属明細書 

７．事業報告及びその附属明細書 

８．監査報告（及び会計監査報告） 

９．キャッシュ・フロー計算書 
※作成している場合又は会計監査人を設置しなければならない場合のみ） 

10．滞納処分に係る国税及び地方税の納税証明書 

（以下は必要な場合に提出すべき添付書類） 

11．許認可等を証する書類（※許認可等が必要な場合のみ） 

12．事業・組織体系図 

13．社員の資格の得喪に関する細則 

14．会員等の位置づけ及び会費に関する細則 

15．寄附の使途の特定の内容が分かる書類 

注 役員等名簿及び社員名簿については、個人の住所に係る記載の部分を除外したもの（閲覧用）についても併せて提出

してください。



 
自  年  月  日 法人コード  事業 

年度 至  年  月  日 法人名  

 
 

役員等名簿 
 

１．評議員（公益財団法人の場合のみ） 

番

号 

フリガナ 

氏  名 
常勤・非常勤 住所 

 〒   -     
1 

 
常勤・非常勤 

 

 〒   -     
2 

 
常勤・非常勤 

 

 〒   -     
3 

 
常勤・非常勤 

 

 〒   -     
4 

 
常勤・非常勤 

 

 〒   -     
5 

 
常勤・非常勤 

 

 〒   -     
6 

 
常勤・非常勤 

 

 〒   -     
7 

 
常勤・非常勤 

 

 〒   -     
8 

 
常勤・非常勤 

 

 〒   -     
9 

 
常勤・非常勤 

 

 〒   -     
10 

 
常勤・非常勤 

 

 



２．理事（注） 

番 

号 

フリガナ 

氏  名 
常勤・非常勤 住所 代表理事 

 〒   -      
1 

 
常勤・非常勤 

  

 〒   -      
2 

 
常勤・非常勤 

  

 〒   -      
3 

 
常勤・非常勤 

  

 〒   -      
4 

 
常勤・非常勤 

  

 〒   -      
5 

 
常勤・非常勤 

  

 〒   -      
6 

 
常勤・非常勤 

  

 〒   -      
7 

 
常勤・非常勤 

  

 〒   -      
8 

 
常勤・非常勤 

  

 〒   -      
9 

 
常勤・非常勤 

  

 〒   -      
10 

 
常勤・非常勤 

  

注 代表理事は、その者の「代表理事」の欄にレ点を記載してください。 

 

３．監事 

番

号 

フリガナ 

氏  名 
常勤・非常勤 住所 

 〒   -     
1 

 
常勤・非常勤 

 

 〒   -     
2 

 
常勤・非常勤 

 

 〒   -     
3 

 
常勤・非常勤 

 

 

 

 



【参考資料：監督上の処分等に対する措置状況の一覧】 
 

 
自  年  月  日 法人コード  事業 

年度 至  年  月  日 法人名  

 
 
１．行政庁から受けた監督上の処分又は指導に対する措置状況の一覧 

 

処分又は 
指導の日付 

監督上の処分又は指導の内容 法人における措置状況 

  

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

  注 当事業年度に行政庁から受けた勧告、命令及び指導（書面によるものに限る。）に対する措置状況を記載してく

ださい。また、当事業年度以前に受けたものでまだ改善がなされていないものも記載してください。 

 
 
 
２．行政機関から受けた指導等に対する措置状況の一覧 

 

指導等の日付 指導等の内容 法人における措置状況 

  

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

  注 当事業年度に、法令又は法令に基づく行政機関の処分に違反したとして行政機関から受けた指導、命令等（書面

によるものに限る。）に対する措置状況を記載してください。また、当事業年度以前に受けたものでまだ改善がなさ

れていないものも記載してください。 
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